
第55期定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

新株予約権等に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2024年３月１日から2025年２月28日まで）

株式
会社

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本定時株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主
の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。



新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
当社は取締役会において以下のとおり「内部統制システムの基本方針」を決議しておりま

す。（最終改定 2017年５月25日）

（1）当社及び当社子会社の取締役及び従業員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
① 当社は、法令、企業倫理、社内規程等の遵守に関する基本方針・行動規範である「コン
プライアンスガイドライン」を策定し、当社及び当社子会社（以下「当社グループ」とい
う。）の役員及び従業員に周知徹底する。

② コンプライアンス担当取締役を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、
「コンプライアンス委員会規程」に基づき、当社グループにおけるコンプライアンス全般
に関する事項について審議又は改善策等の提案を行う。また、当社グループの役員及び従
業員のコンプライアンスに関する意識向上のための啓蒙活動及び教育研修を実施する。

③ 法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため、直接通報
できる「内部通報窓口」を設置し、当社グループの役員及び従業員を対象として運用す
る。

④ 内部監査部門は、当社グループ全体の内部統制の評価並びに業務の適正及び有効性につ
いて監査する。

⑤ 反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対して弁
護士や警察等と緊密に連携し毅然とした姿勢で対応する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、「文書取扱規程」に基づいて、保存媒体に必

要に応じて適切かつ確実に保管、管理するとともに、関係者が閲覧可能な状態を維持する。

（3）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社グループにおけるリスクの的確な把握、評価と適切なコントロールを行うリスク管
理体制を構築するとともに、重大事案が発生した場合における、被害拡大防止や損害・損
失の極小化を可能にする危機管理体制を構築する。

② リスク管理担当取締役を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、「リスク管理規
程」に基づき、当社グループにおけるリスク管理活動を円滑、適切に推進する。
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（4）当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
① 役員及び従業員による意思決定と業務執行についての権限と責任を明確にするととも
に、業務分掌を整備し、適正かつ効率的な意思決定と業務執行を確保する。

② 重要な業務執行の決定の一部を業務執行取締役に委任し、効率的な意思決定を行う。
③ 「取締役会」及び「経営会議」を定期的に開催し、重要事項の議論、共有及び審議を経
て執行決定を行う。

④ 業務の適正かつ簡素化、情報システムの適切な利用等を通じて業務の効率化を当社グル
ープ横断で推進する。

（5）当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社が策定する「コンプライアンス
ガイドライン」を当社グループ全体の行動指針として周知徹底する。

② 子会社を主管する部門が、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務の適正化を管
理する。また、子会社から決算状況及びその他重要事項を適時に報告を受ける。

③ 内部監査部門は、子会社の業務の適正に関する監査を定期的に実施する。

（6）財務報告の信頼性を確保するための体制
① 当社グループの財務報告に係る内部統制は、法令及び証券取引所の規則を遵守し、評
価、維持、改善等を行い、適正かつ適時に財務報告を行う。

② 「財務報告に係る内部統制の整備・運用規程」に基づき、全社的な内部統制の状況や業
務プロセス等を評価及び改善する。

（7）監査等委員会の職務を補完すべき取締役及び従業員に関する事項並びに当該従業員の取締
役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員の当該従
業員への指示の実効性の確保に関する事項
① 監査等委員会がその職務を補完すべき従業員を置くことを求めた場合は、常勤監査等委
員と協議の上、人選する。

② 当該従業員が他部署の職務を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先して従事
する。
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（8）当社及び当社子会社の役員及び従業員が監査等委員会に報告するための体制その他監査等
委員会への報告に対する体制
① 当社グループの役員及び従業員は、当社グループの業績に重大な損失を及ぼす事実又は
そのおそれを発見したとき、その他事業運営上の重要事項を適時に常勤監査等委員又は監
査等委員会に報告する。また、監査等委員会の求めに応じて随時その職務の執行状況その
他に関する報告を行う。

② 内部監査部門は、監査計画及び監査結果を適時又は四半期毎に常勤監査等委員又は監査
等委員会に報告を行う。

③ 「コンプライアンス委員会」において、内部通報制度に基づく通報状況とその対応状況
を定期的に常勤監査等委員又は監査等委員会に報告する。

④ 内部通報制度に基づく通報又は常勤監査等委員又は監査等委員会に対する職務の執行状
況その他に関する報告を行ったことを理由として、不利な扱いを行わない。

（9）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 代表取締役社長は、監査等委員会と定期的に意見交換を行う。
② 常勤監査等委員は、当社グループの重要な会議に参加するほか、稟議書等業務執行に係
る重要な書類を閲覧し、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握する。

③ 監査等委員会は、監査等委員会として又は常勤監査等委員を通じて内部監査部門及び会
計監査人と適時情報交換を行うとともに、連携して監査を行う。

④ 監査等委員が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じ
る。

（10）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は、以

下のとおりであります。
① コンプライアンスに関する取組み

当社グループにおけるコンプライアンスに関する取組みについては、「コンプライアン
ス委員会」を定期又は適宜開催し、審議又は改善策等の提案を行いました。また、２月に
コンプライアンス啓蒙月間を設け、当社グループの役員及び従業員のコンプライアンスに
関する意識向上のための啓蒙活動を実施いたしました。
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② リスク管理体制
当社グループにおけるリスク管理体制については、「リスク管理委員会」を定期又は適

宜開催し、当社グループから報告された各種リスクについて迅速かつ適切な対応を行いま
した。

③ 内部監査の実施状況について
内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社グループにおける業務の適正性や法令遵守

状況等に関する内部監査を実施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年
３
２
月
月
１
28
日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 3,723 3,715 139,155 △4,249 142,346
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 − − △3,400 − △3,400
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − − 11,469 − 11,469

自 己 株 式 の 取 得 − − − △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 − 4 − 26 31
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） − − − − −

当連結会計年度変動額合計 − 4 8,069 26 8,100
当連結会計年度末残高 3,723 3,720 147,224 △4,222 150,446

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包括利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 102 △46 56 3,748 146,151
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 − − − − △3,400
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 − − − − 11,469

自 己 株 式 の 取 得 − − − − △0
自 己 株 式 の 処 分 − − − − 31
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） △17 22 5 289 294

当連結会計年度変動額合計 △17 22 5 289 8,394
当連結会計年度末残高 85 △23 61 4,038 154,546
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 株式会社ローソン沖縄

株式会社サンエー浦添西海岸開発
株式会社サンエーパルコ

② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 サンエー運輸株式会社
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
・会社等の名称 サンエー運輸株式会社
・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社の当期純損益及び利益剰余金

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範
囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
（イ）関係会社株式

移動平均法による原価法
（ロ）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
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ロ．棚卸資産
（イ）商品及び製品

店舗在庫
主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

・ドラッグストア（株式会社マツモトキヨシＦＣ店舗）
売価還元法による低価法

・家電部門（株式会社エディオンＦＣ店舗）
移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

（ロ）原材料及び貯蔵品
原材料（流通センター在庫）
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

貯蔵品
最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産除く）

建物（建物附属設備除く）…………………… 旧定率法
建物（建物附属設備除く）以外
2007年３月31日以前に取得したもの …… 旧定率法
2007年４月１日以降に取得したもの …… 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年〜34年
機械装置及び運搬具 ９年〜15年
工具、器具及び備品 ３年〜12年

ロ．無形固定資産
借地権（事業用定期借地権）…… 契約期間に基づく定額法
ソフトウエア（自社使用分）…… 社内における利用期間（５年）に基づく定額法

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準
賞与引当金………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の賞与支

給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額（支給見込額基準）
を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計

額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．収益及び費用の計上基準
・商品の販売に係る収益認識

当社及び連結子会社は、衣料品、家庭用品、食料品等の販売を行っており、これらの商品の販売は
商品を引き渡した時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。な
お、商品の販売のうち、消化仕入に係る収益については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に
対する支払額を差し引いた純額で認識しております。

・自社ポイント制度に係る収益認識
当社は、会員の購入金額に応じてポイントを付与し、利用されたポイント相当の財又はサービスの

提供を行っております。付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して
算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントが使用された時点で履行義務
を充足していることから当該時点で収益を認識しております。

・ロイヤリティに係る収益認識
当社連結子会社は、フランチャイズ契約に基づき、顧客（フランチャイジー）に商標・ブランドイ

メージ等の知的財産を使用し店舗を運営する権利及び当該店舗の経営上のノウハウを提供する履行義
務があります。顧客の売上高に応じて履行義務が充足していることから毎月、顧客売上高が計上され
た時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
減損損失 236百万円
有形及び無形固定資産 93,990百万円

（2）連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法

固定資産について管理会計上の区分に基づいてグルーピングを行った上で、減損の兆候がある資産グル
ープについて減損損失の認識の判定を行っております。減損損失の認識にあたっては、割引前将来キャッ
シュ・フローを過去の業績推移や事業計画を基礎として見積もっております。また、減損損失を認識すべ
きであると判定した場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。

② 主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、売上高の成長予測、売上原価、人件費及

び販管費の予測であります。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である売上高の成長予測、売上原価、人件費及び販管費の予測は、見積りの不確実性が高
く、これらの変動により、翌連結会計年度において減損損失が発生する可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 90,991百万円

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

建物 743百万円
土地 4,938百万円
計 5,681百万円

② 担保に係る債務
上記に該当する債務はありません。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 31,981 31,981 − 63,963
（変動事由の概要）

当社は、2024年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

（2）自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 1,069 1,062 6 2,125
（変動事由の概要）

当社は、2024年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。自己株式の
増加は、株式分割及び単元未満株式の取得であります。また、減少は譲渡制限付株式報酬としての自己株式
の処分によるものであります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

2024年５月28日開催の第54期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 3,400百万円
・１株当たり配当額 110円
・基準日 2024年２月29日
・効力発生日 2024年５月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2025年５月27日開催予定の第55期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 4,946百万円
・１株当たり配当額 80円
・基準日 2025年２月28日
・効力発生日 2025年５月28日
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５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に関する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金は主に自己資金で賄っております。一時的な余
資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しましては、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、適宜信用状況を把握しております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。
差入保証金については、主に店舗の賃貸借契約によるものであり、取引先企業等の信用リスクに晒され

ております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのすべてが２ヶ月以内の支払期日であります。
長期預り保証金は、テナント賃貸借契約等に係る敷金及び保証金であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）管理

営業債権については、公的機関、社会福祉団体及び営業取引先に限定しており、取引先相手ごとに期
日及び残高を管理しております。また、適時に信用状況を把握し、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。
建設協力金、差入保証金については、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時、その他適

時に契約先の信用状況の把握に努めております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての営業債権債務はありません。
投資有価証券については、取得、売却は取締役会の承認により行われ、上場株式については定期的に

時価等を把握しております。その他の株式についても定期的に財務状況を把握しております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

現金販売を主としており、日々の売上予算及び仕入先ごとの締め日、支払日等を基に、資金繰計画を
作成し管理しております。また、運転資金の機動的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結
しており、当連結会計年度末の総額は99億円であります。

④ 金融商品等の時価等に関する補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することによって、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等は含めておりません。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）投資有価証券 （＊２） 308 308 −

（2）差入保証金 （＊３） 4,158 3,919 △238

資 産 計 4,466 4,227 △238

長期預り保証金 （＊４） 3,513 3,496 △16

負 債 計 3,513 3,496 △16

（＊１）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「預り金」は、現金であるこ
と又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（＊２）市場価格のない株式等については、上記表中には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 131

関係会社株式 21

（＊３）流動資産のその他に含めている「短期差入保証金」については、「差入保証金」に含めて表示しており
ます。

（＊４）流動負債の預り金に含めている「短期預り保証金」については、「長期預り保証金」に含めて表示して
おります。

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価： 活発な市場において形成される当該時価の対象となる資産又は負債に関する相場価格

により算定した時価
レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価： 重要な観察ができないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：百万円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

投資有価証券 308 − − 308

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産
（単位：百万円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

差入保証金 − 3,919 − 3,919

長期預り保証金 − 3,496 − 3,496

（注）時価の算定に用いた評価方法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。
差入保証金
差入保証金の時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを契約期間等に対する国

債利回りで割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期預り保証金
長期預り保証金の時価については、返還可能性を反映した将来キャッシュ・フローを契約期間等に対す

る国債利回りで割り引いた現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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７．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスの種類別の収益の分解情報
（単位：百万円）

報告セグメント
その他 合 計

小 売 ＣＶＳ 計

営業収益
顧客との契約から
生じる収益 221,029 8,649 229,678 − 229,678

その他の収益 7,477 − 7,477 − 7,477

計 228,507 8,649 237,156 − 237,156

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記（4）会計方針に関する事項④その

他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項」の「ロ．収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
であります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
イ．契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産又は契約負債の内訳は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

当連結会計年度期首残高
（2024年３月１日）

当連結会計年度期末残高
（2025年２月28日）

顧客との契約から生じた債権 7,224 7,265

契約負債 3,107 3,258

（注）契約負債は主に、当社が付与したポイント及び商品券のうち、期末残高時点において履行義務を充足して
いない残高であります。
当連結会計年度において認識した収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれていたものは、
1,803百万円であります。
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ロ．残存履行義務に配分した取引価格
2025年２月28日現在、商品券に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は2,654百万円であり、

当該残存履行義務について、商品券が使用されるにつれて主に１年から10年の間で収益を認識することを
見込んでおります。また、ポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格は604百万円であり、当該残
存履行義務について、ポイントの実際の利用に応じて今後１年から３年の間で収益を認識することを見込
んでおります。
なお、当初の予想契約期間が１年以内の取引については、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関す

る情報の記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,433円93銭
（2）１株当たり当期純利益 185円49銭
（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2024年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結
会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益
を算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年
３
２
月
月
１
28
日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金 その他利益

剰余金（注）
当 期 首 残 高 3,723 3,686 29 3,715 344 136,571
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − − − − − △3,400
当 期 純 利 益 − − − − − 10,276
自己株式の取得 − − − − − −
自己株式の処分 − − 4 4 − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − − − −

当 期 変 動 額 合 計 − − 4 4 − 6,876
当 期 末 残 高 3,723 3,686 34 3,720 344 143,447

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △4,249 140,106 102 140,209
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − △3,400 − △3,400
当 期 純 利 益 − 10,276 − 10,276
自己株式の取得 △0 △0 − △0
自己株式の処分 26 31 − 31
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − △17 △17

当 期 変 動 額 合 計 26 6,907 △17 6,890
当 期 末 残 高 △4,222 147,014 85 147,099

― 17 ―



（注）その他利益剰余金の内訳 （単位：百万円）
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金合計

当 期 首 残 高 240 126,730 9,601 136,571
当 期 変 動 額
別途積立金の積立 − 6,200 △6,200 −
圧縮積立金の取崩 △3 − 3 −
剰 余 金 の 配 当 − − △3,400 △3,400
当 期 純 利 益 − − 10,276 10,276

当 期 変 動 額 合 計 △3 6,200 679 6,876
当 期 末 残 高 237 132,930 10,280 143,447
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

関係会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
・商品及び製品
店舗在庫
主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）
・ドラッグストア（株式会社マツモトキヨシＦＣ店舗）

売価還元法による低価法
・家電部門（株式会社エディオンＦＣ店舗）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

・原材料及び貯蔵品
原材料（流通センター在庫）
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

貯蔵品
最終仕入原価法
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（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産除く）

建物（建物附属設備除く）……………………… 旧定率法
建物（建物附属設備除く）以外
2007年３月31日以前に取得したもの……… 旧定率法
2007年４月１日以降に取得したもの……… 定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年〜34年
構築物 10年〜30年
機械装置 ９年〜15年
工具、器具及び備品 ３年〜12年

② 無形固定資産
借地権（事業用定期借地権）……… 契約期間に基づく定額法
ソフトウエア（自社使用分）……… 社内における利用期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 賞与引当金…………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌事業年度の賞与支給

見込額のうち当事業年度に負担すべき額（支給見込額基準）を計
上しております。

② 退職給付引当金……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内
の一定年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生した翌事業年度から費用処理することとしております。
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（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法

計算書類において、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の貸借対照表における会計処理の方法が連
結計算書類と異なっております。

② 収益及び費用の計上基準
・商品の販売に係る収益認識

当社は、衣料品、家庭用品、食料品等の販売を行っており、これらの商品の販売は商品を引き渡した
時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。なお、商品の販売のう
ち、消化仕入に係る収益については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引
いた純額で認識しております。

・自社ポイント制度に係る収益認識
当社は、会員の購入金額に応じてポイントを付与し、利用されたポイント相当の財又はサービスの提

供を行っております。付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定
された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントが使用された時点で履行義務を充足
していることから当該時点で収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 5百万円
有形及び無形固定資産 62,556百万円

（2）計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法

固定資産について管理会計上の区分に基づいてグルーピングを行った上で、減損の兆候がある資産グル
ープについて減損損失の認識の判定を行っております。減損損失の認識にあたっては、割引前将来キャッ
シュ・フローを過去の業績推移や事業計画を基礎として見積もっております。また、減損損失を認識すべ
きであると判定した場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。

② 主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、売上高の成長予測、売上原価、人件費及

び販管費の予測であります。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

主要な仮定である売上高の成長予測、売上原価、人件費及び販管費の予測は、見積りの不確実性が高
く、これらの変動により、翌事業年度において減損損失が発生する可能性があります。
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３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 68,866百万円

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

建物 743百万円
土地 4,938百万円
計 5,681百万円

② 担保に係る債務
上記に該当する債務はありません。

（3）関係会社に対する金銭債権、債務
① 短期金銭債権 2,760百万円
② 長期金銭債権 7,620百万円
③ 短期金銭債務 528百万円
④ 長期金銭債務 1,043百万円

４．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との営業取引高
① 営業収益 2,259百万円
② 営業費用 6,116百万円

（2）関係会社との営業外取引高
営業外収益 434百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数
（千株）

当事業年度増加株式数
（千株）

当事業年度減少株式数
（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

普通株式 1,069 1,062 6 2,125
（変動事由の概要）

当社は、2024年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。自己株式の
増加は、株式分割及び単元未満株式取得によるものであります。また、減少は譲渡制限付株式報酬による自
己株式の処分であります。
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却費損金算入限度超過額 2,152百万円
固定資産減損損失 232百万円
賞与引当金否認 446百万円
未払費用否認 312百万円
未払事業税否認 124百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 789百万円
資産除去債務 157百万円
その他 374百万円

繰延税金資産小計 4,589百万円
評価性引当額 △364百万円

繰延税金資産合計 4,224百万円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △122百万円
その他有価証券評価差額金 △30百万円
その他 △53百万円

繰延税金負債合計 △206百万円
繰延税金資産の純額 4,018百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

種 類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被保有者）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 株式会社サンエー
浦添西海岸開発

所有
直接100％

資金の援助
不動産賃借
役員の兼任

資金の貸付利息の
受取(注１） 61 貸付金 19,536

建設協力金の支払 ― 建設協力金 6,300

不動産賃借(注２） 3,840 前払費用
差入保証金(注２）

352
1,920

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案の上決定しております。

２．不動産賃借及び保証金の差入については、一般取引先と同様の条件で決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,378円81銭
（2）１株当たり当期純利益 166円19銭
（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2024年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算
定しております。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表７．収益認識に関する注記」の記載のとおりであ

ります。

11．その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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